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令和４年度決算の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ５ 年 ９ 月 

長 野 市 

令和５年９月29日 

部 長 会 議 資 料 

財 政 部 財 政 課
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令和４年度　長野市　一般会計・特別会計の決算総括

（単位：千円）

４ 年 度 170,641,762 165,119,939 5,521,823 1,727,957 3,793,866

３ 年 度 175,963,7851 7 0 , 0 8 9 , 7 5 1 170,089,751 5,874,034 1,843,063 4,030,971

増 減 △ 4,969,812 △ 352,211 △ 115,106 △ 237,105

４ 年 度 34,799,075 33,719,606 1,079,469 38 1,079,431

３ 年 度 35,076,055 33,915,873 1,160,182 0 1,160,182

増 減 △ 276,980 △ 196,267 △ 80,713 38 △ 80,751

４ 年 度 129,588 86,077 43,511 0 43,511

３ 年 度 93,148 76,251 16,897 0 16,897

増 減 36,440 9,826 26,614 0 26,614

４ 年 度 41,371 10,799 30,572 0 30,572

３ 年 度 36,592 14,970 21,622 0 21,622

増 減 4,779 △ 4,171 8,950 0 8,950

４ 年 度 35,487,114 34,511,765 975,349 0 975,349

３ 年 度 35,114,322 34,235,092 879,230 0 879,230

増 減 372,792 276,673 96,119 0 96,119

４ 年 度 64,079 64,079 0 0 0

３ 年 度 65,396 65,395 1 0 1

増 減 △ 1,317 △ 1,316 △ 1 0 △ 1

４ 年 度 57,623 57,571 52 0 52

３ 年 度 79,970 79,918 52 0 52

増 減 △ 22,347 △ 22,347 0 0 0

４ 年 度 5,490,374 5,480,394 9,980 0 9,980

３ 年 度 5,331,420 5,322,802 8,618 0 8,618

増 減 158,954 157,592 1,362 0 1,362

４ 年 度 3,121,845 3,121,845 0 0 0

３ 年 度 1,136,117 1,136,117 0 0 0

増 減 1,985,728 1,985,728 0 0 0

４ 年 度 2,100,483 2,100,483 0 0 0

３ 年 度 1,646,540 1,646,540 0 0 0

増 減 453,943 453,943 0 0 0

４ 年 度 79,191,069 77,052,136 2,138,933 38 2,138,895

３ 年 度 76,933,021 74,846,418 2,086,603 0 2,086,603

増 減 2,258,048 2,205,718 52,330 38 52,292

４ 年 度 249,832,831 242,172,076 7,660,755 1,727,995 5,932,760

３ 年 度 252,896,806 244,936,169 7,960,637 1,843,063 6,117,574

増 減 △ 2,764,093 △ 299,882 △ 115,068 △ 184,814

★＝普通会計に整理する特別会計

☆＝公共料金等集合支払特別会計は、他会計と重複するため、合計には含めていない。

※　本編内の表、グラフについて、各項目において端数処理をしているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

（次ページ以降も同様）

△ 3,063,975

8 病院事業債管理特別会計

一 般 会 計

△ 5,322,023

合 計

★
母子父子寡婦福祉資金貸付事
業特別会計

介護保険特別会計

3

4

特

別

会

計

鬼無里大岡観光施設事業特別
会計

☆
公共料金等集合支払特別会計

翌年度へ繰り越
す べ き 財 源

実 質 収 支

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｃ－Ｄ

歳 入 総 額 歳 出 総 額 形 式 収 支

特 別 会 計

合 計

9

国民健康保険特別会計1

2 駐車場事業特別会計

5
★
授産施設特別会計

6

7 後期高齢者医療特別会計
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＜一般会計＞ 

 【歳入】・・・１,７０６億４千万円 （△５３億２千万円） 

 前年度における国のコロナ経済対策による子育て特別給付金給付事業費補助金、住民税非課税世帯

への支援における臨時特別支援事業費補助金の減などにより、国庫支出金が 75億２千万円減 

 臨時財政対策債の減や台風災害における災害廃棄物処理の完了に伴う災害対策債の皆減などによ

り、市債が 56億３千万円減 

 コロナ地域経済対策としてプレミアム付き商品券事業の実施に伴う商品券販売収入などの増によ

り、諸収入が 64 億５千万円増 

 
 【歳出】・・・１,６５１億２千万円 （△４９億７千万円） 

 前年度における国のコロナ経済対策である子育て特別給付金事業、住民税非課税世帯等臨時特別給

付金事業の皆減などにより、扶助費が 50 億２千万円減 

 台風災害における災害廃棄物処理の完了に伴うごみ処理収集運搬委託料の皆減などにより、物件費

が 20億１千万円減 

 臨時財政対策債償還基金費の皆減による減債基金積立金等の減により、積立金が 30億２千万円減 

 コロナ経済対策としてプレミアム付き商品券事業、原油価格・物価高騰対策として建設・製造・運

送業対象原油価格高騰対策特別支援事業の皆増などにより、補助費等が 74億２千万円増 

 
＜国民健康保険特別会計＞ 

 【歳入】・・・  ３４８億円   （△２億８千万円） 

 被保険者数の減により、国民健康保険料収入が１億９千万円減 
 コロナの影響による国民健康保険料減免額の減により、国・県支出金が８千万円減 
 直営診療所における新型コロナワクチン接種の減により、診療収入が６千万円減 

 
 【歳出】・・・  ３３７億２千万円   （△２億円） 

 県の保険給付費等交付金の概算払い係数の減により、返還金が１億１千万円減 

 県納付金の減により、国民健康保険事業費納付金が４千万円減 

 
＜介護保険特別会計＞ 

 【歳入】・・・  ３５４億９千万円   （＋３億７千万円） 

 保険給付費の増により、国・県支出金及び支払基金交付金が２億２千万円増 
 第１号被保険者の増により、介護保険料が２千万円増 

 
 【歳出】・・・  ３４５億１千万円   （＋２億８千万円） 

 介護サービス利用者の増により、保険給付費が１億９千万円増 
 国の保険給付費負担金及び支払基金交付金の概算払の増により、償還金が９千万円増 

 
＜後期高齢者医療特別会計＞ 

 【歳入】・・・   ５４億９千万円     （＋１億６千万円） 

 被保険者数の増により、後期高齢者医療保険料が１億３千万円増 
 

 【歳出】・・・   ５４億８千万円     （＋１億６千万円） 

 保険料収入増に伴う負担金及び保険基盤安定負担金等の増により、後期高齢者医療広域連合 
納付金が１億５千万円増 

一般会計・特別会計の主な増減 
( )内前年度増減額 
※新型コロナウイルス感染症は「コロナ」、

令和元年東日本台風災害は「台風災害」

と表現（次ページ以降も同様とする。） 
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長野市　企業会計の決算概要

（単位：千円）

４ 年 度 202,069 151,869 50,200 0 0 0 145,000 △ 145,000

３ 年 度 251,543 194,845 56,698 0 0 0 185,000 △ 185,000

増 減 △ 49,474 △ 42,976 △ 6,498 0 △ 40,000 40,000

４ 年 度 7,445,272 5,826,082 1,619,190 1,912,909 0 0 6,341,045 △ 4,428,136

３ 年 度 7,559,397 6,022,137 1,537,260 2,177,365 0 0 5,412,471 △ 3,235,106

増 減 △ 114,125 △ 196,055 81,930 △ 264,456 928,574 △ 1,193,030

４ 年 度 14,550,939 12,219,300 2,331,639 4,302,392 0 0 10,538,547 △ 6,236,155

３ 年 度 14,957,801 12,034,698 2,923,103 5,611,695 0 0 11,871,879 △ 6,260,184

増 減 △ 406,862 184,602 △ 591,464 △ 1,309,303 △ 1,333,332 24,029

４ 年 度 103,146 109,881 △ 6,735 137,021 0 0 137,044 △ 23

３ 年 度 99,977 113,803 △ 13,826 113,644 0 0 113,728 △ 84

増 減 3,169 △ 3,922 7,091 23,377 23,316 61

４ 年 度 22,301,426 18,307,131 3,994,295 6,352,322 17,161,636 △ 10,809,314

３ 年 度 22,868,718 18,365,484 4,503,234 7,902,704 17,583,078 △ 9,680,374

増 減 △ 508,939 △ 1,550,382 △ 421,442 △ 1,128,940

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

収 入 支 出 収 支 収 入 支 出 収 支

△ 58,353

産 業 団 地 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

戸 隠 観 光 施 設 事業 会計

企 業 会 計 合 計

△ 567,292  

 

 

 

 

 

  

＜産業団地事業会計＞ 

 用地売上収益（△０.５億円）、用地売上原価（△０.４億円）の減により、収益的収入・支出が減 

 他会計借入金の償還金（△０.４億円）の減により、資本的支出が減 

＜水道事業会計＞ 

 一般家事用水量の減による給水収益（△０.４億円）等の減及び、機械装置などの減価償却費 

（０.９億円）等の減により、収益的収入・支出が減 

 企業債発行額（△４.３億円）等の減により、資本的収入が減 

原水施設、浄水施設、配水施設の建設改良工事（＋８.７億円）等の増により、資本的支出が増 

＜下水道事業会計＞ 

 雨水処理負担金などの他会計負担金（△２.４億円）等の減により、収益的収入が減 

 災害復旧関係工事請負費及び管渠、処理場に係る公共下水道事業費などの建設改良事業費 

（△１５.２億円）等の減により、資本的収入・支出が減 

＜戸隠観光施設事業会計＞ 

 機材等の減価償却費及び食堂事業費（△０.１億円）等の減により、収益的支出が減 

 スキー場リフト工事の建設改良費（＋０.４億円）等の増により、資本的収入・支出が増 

 

※赤字となっている会計(収支)においては、損益勘定留保資金等を補填することにより、資金不足となる会計はありませんでした。 

  

企業会計の主な増減 
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増 減 額 増 減 率

歳 入 歳 出 差 引 5,521,823 5,874,034 △ 352,211 △ 6.0

翌 年 度 に 繰 越
す べ き 財 源

1,727,957 1,843,063 △ 115,106 △ 6.2

実 質 収 支 額 3,793,866 4,030,971 △ 237,105 △ 5.9

※　実質収支額（決算剰余金）の処分
　　　地方自治法第233条の２及び地方財政法第７条に基づき、
　　　1,896,933千円を財政調整基金に積立金として編入
　　　1,896,933千円を令和５年度歳入に繰越金として編入

歳 入 金 額 170,641,762 175,963,785 △ 5,322,023 △ 3.0

歳 出 金 額 165,119,939 170,089,751 △ 4,969,812 △ 2.9

令和４年度　長野市一般会計決算総括表

（単位：千円）

区 分 令和４年度 令和３年度

前 年 度 対 比
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   　(単位:千円，％)

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

1 市 税 59,736,362 35.0 58,263,038 33.1 1,473,324 2.5

2 地 方 譲 与 税 1,414,905 0.8 1,393,240 0.8 21,665 1.6

3 利 子 割 交 付 金 20,981 0.0 37,566 0.0 △ 16,585 △ 44.2

4 配 当 割 交 付 金 253,638 0.1 291,081 0.2 △ 37,443 △ 12.9

5 株式等譲渡所得割交付金 183,370 0.1 312,726 0.2 △ 129,356 △ 41.4

6 地 方 消 費 税 交 付 金 10,038,221 5.9 9,614,842 5.5 423,379 4.4

7 ゴルフ場利用税交付金 51,216 0.0 49,221 0.0 1,995 4.1

8 自動車税環境性能割交付金 92,007 0.1 95,657 0.1 △ 3,650 △ 3.8

9
地 方 特 例 交 付 金
法 人 事 業 税 交 付 金 1,455,589 0.9 1,973,725 1.1 △ 518,136 △ 26.3

10 地 方 交 付 税 22,635,817 13.3 23,591,576 13.4 △ 955,759 △ 4.1

11 交通安全対策特別交付金 61,941 0.0 65,668 0.0 △ 3,727 △ 5.7

12 分 担 金 及 び 負 担 金 797,247 0.5 765,200 0.4 32,047 4.2

13 使 用 料 及 び 手 数 料 2,624,816 1.5 2,547,530 1.5 77,286 3.0

14 国 庫 支 出 金 31,163,992 18.3 38,681,267 22.0 △ 7,517,275 △ 19.4

15 県 支 出 金 10,519,115 6.2 11,063,248 6.3 △ 544,133 △ 4.9

16 財 産 収 入 682,188 0.4 589,192 0.3 92,996 15.8

17 寄 附 金 973,518 0.6 1,270,128 0.7 △ 296,610 △ 23.4

18 繰 入 金 588,179 0.3 333,025 0.2 255,154 76.6

19 繰 越 金 3,858,548 2.3 2,359,413 1.3 1,499,135 63.5

20 諸 収 入 17,319,812 10.1 10,866,342 6.2 6,453,470 59.4

6,170,300 3.6 11,800,100 6.7 △ 5,629,800 △ 47.7

170,641,762 100.0 175,963,785 100.0 △ 5,322,023 △ 3.0

(　歳　　入　)  

令和４年度

令和４年度　一般会計款別決算

合       計

21 市 債

区 分
令和３年度 前 年 度 対 比
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＜市税＞      ５９７億４千万円  （＋１４億７千万円） < ＋２.５％> 

 緩やかな景気の持ち直しに伴う所得環境の改善などによる個人市民税の増（＋２.７億円） 

 経済活動の再開に伴う企業の業績回復などによる法人市民税の増（＋０.７億円） 

 コロナ軽減措置終了などによる固定資産税及び都市計画税の増（＋８.０億円） 

 税率引き上げなどによる市たばこ税の増（＋１.３億円） 
  

＜譲与税・交付金＞ １３５億７千万円   （△２億６千万円） < △１.９％> 

 軽減措置終了に伴う新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金の減（△６.１億円） 

 株式等譲渡益の減による株式等譲渡所得割交付金の減（△１.３億円） 

 円安からの輸入額増加などによる地方消費税交付金の増（＋４.２億円） 
 

＜地方交付税＞   ２２６億４千万円   （△９億６千万円） < △４.１％>  

 臨時財政対策債償還基金費の皆減などによる普通交付税の減（△８.２億円） 
 除排雪経費の減などによる特別交付税の減（△１.４億円） 

 
＜分担金及び負担金＞     ８億円     （＋３千万円） < ＋４.２％> 

 利用登録者数の増加に伴う放課後子ども総合プラン事業負担金の増（＋０.１億円） 
 
＜使用料及び手数料＞ ２６億３千万円     （＋８千万円） < ＋３.０％> 

 善光寺御開帳に伴い入場者数が増加した松代藩文化施設入場料の増（＋０.２億円） 

 し尿収集量の減に伴うし尿処理手数料収入の減（△０.２億円） 
 

＜国庫支出金＞   ３１１億６千万円  （△７５億２千万円） <△１９.４％> 

 前年度における国のコロナ経済対策の子育て特別給付金給付事業費補助金の皆減（△５３.４億円） 

 国のコロナ経済対策の住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業補助金の減（△１９.５億円） 

 国の物価高騰対策の電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援事業費補助金の皆増（＋１７.２億円） 
 
＜県支出金＞    １０５億２千万円   （△５億４千万円） < △４.９％> 

 台風災害における農業施設災害復旧事業補助金の減（△１３.１億円） 

 コロナ第６波対応事業者支援交付金の増（＋３.８億円） 
 

＜財産収入＞      ６億８千万円     （＋９千万円） <＋１５.８％> 

 鉄、アルミプレスなどの売却単価高騰による資源物売払収入の増（＋０.３億円） 
 

＜寄附金＞       ９億７千万円      （△３億円） <△２３.４％> 

 ふるさと応援寄附金の減（△２.１億円） 
 

＜繰入金＞       ５億９千万円   （＋２億６千万円） <＋７６.６％> 

 職員退職者増による職員退職手当基金繰入金の皆増（＋２.７億円） 
 

＜諸収入＞     １７３億２千万円  （＋６４億５千万円） <＋５９.４％> 

 プレミアム付き商品券事業に係る商品券販売収入の皆増（＋５９.８億円） 
 長野駅周辺第二土地区画整理事業の換地処分における清算金収入の皆増（＋５.１億円） 

 
＜市債＞       ６１億７千万円  （△５６億３千万円） <△４７.７％> 

 臨時財政対策債の減（△４３.６億円） 

 前年度における台風災害の災害廃棄物処理完了に伴う災害対策債の皆減（△１４.５億円） 

 

( )内前年度増減額 
< >内前年度増減率 一般会計歳入決算の主な増減 
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   　(単位:千円，％)

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

1 議 会 費 697,115 0.4 701,547 0.4 △ 4,432 △ 0.6

2 総 務 費 15,720,414 9.5 18,132,158 10.7 △ 2,411,744 △ 13.3

3 民 生 費 59,751,104 36.2 63,872,617 37.6 △ 4,121,513 △ 6.5

4 衛 生 環 境 費 13,612,979 8.3 17,918,749 10.5 △ 4,305,770 △ 24.0

5 労 働 費 239,000 0.1 200,574 0.1 38,426 19.2

6 農 林 業 費 2,229,489 1.4 2,052,030 1.2 177,459 8.6

7 商 工 観 光 費 20,624,809 12.5 12,603,892 7.4 8,020,917 63.6

8 土 木 費 16,314,029 9.9 18,338,441 10.8 △ 2,024,412 △ 11.0

9 消 防 費 4,844,290 2.9 4,744,225 2.8 100,065 2.1

10 教 育 費 13,257,931 8.0 12,634,286 7.4 623,645 4.9

11 災 害 復 旧 費 1,321,778 0.8 2,702,543 1.6 △ 1,380,765 △ 51.1

12 公 債 費 16,507,001 10.0 16,188,689 9.5 318,312 2.0

165,119,939 170,089,751 △ 4,969,812 △ 2.9100.0 100.0合 計

令和４年度　一般会計目的別決算

令和４年度 令和３年度 前 年 度 対 比
区 分

 (　歳　　出　)  
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＜総務費＞    １５７億２千万円  （△２４億１千万円）  <△１３.３％> 

 臨時財政対策債償還基金費の皆減に伴う減債基金積立金の減（△２１.７億円） 
 

＜民生費＞    ５９７億５千万円  （△４１億２千万円）  < △６.５％> 

 前年度における国のコロナ経済対策の子育て特別給付金給付事業費の皆減（△５３.４億円） 
 国のコロナ経済対策の住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業費の減（△１９.５億円） 

 給付件数の増に伴う障害者（児）介護給付費・訓練等給付費の増（＋５.２億円） 

 ながの子育て世帯臨時特別給付金の皆増（＋５.６億円） 

 国の物価高騰対策の電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援事業費の皆増（＋１７.２億円） 

 

＜衛生環境費＞  １３６億１千万円  （△４３億１千万円）  <△２４.０％> 

 前年度における台風災害に伴う災害廃棄物の収集運搬事業費の皆減（△２９.６億円） 
 ワクチン接種者数の減による新型コロナウイルスワクチン接種事業費の減（△７.５億円） 

 ちくま環境エネルギーセンター竣工に伴う長野広域連合負担金の減（△４.７億円） 

 

＜農林業費＞    ２２億３千万円   （＋１億８千万円）  < ＋８.６％> 

 柳原１号幹線排水路（北八幡川）改修工事等に伴う土地改良事業費の増（＋１.０億円） 
 森林環境譲与税譲与金を活用した森林整備に伴う森林経営管理事業費の増（＋０.４億円） 

 

＜商工観光費＞  ２０６億２千万円  （＋８０億２千万円）  <＋６３.６％> 

 コロナ経済対策のプレミアム付き商品券事業費の皆増（＋７３.８億円） 

 物価高騰対策の建設・製造・運送業対象原油価格高騰対策特別支援事業費の皆増（＋８.７億円） 

 飯綱高原森の駅及びキャンプ場整備工事竣工による減（△５.５億円） 
 

＜土木費＞    １６３億１千万円  （△２０億２千万円）  <△１１.０％> 

 前年度竣工による災害公営住宅整備事業費の皆減（△１８.７億円） 

 降雪量の減少に伴う道路除雪費の減（△５.８億円） 

 事業進捗に伴う南向近隣公園建設事業費の増（＋５.０億円） 
 

＜消防費＞     ４８億４千万円      （＋１億円）  < ＋２.１％> 

 篠ノ井消防署、若穂分署の長寿命化改修の着工に伴う庁舎施設整備費の増（＋１.４億円） 
 
＜教育費＞    １３２億６千万円   （＋６億２千万円）  < ＋４.９％> 

 信州新町小学校移転に伴う信州新町中学校敷地内における多目的棟建設事業費の増（＋５.７億円） 
 小・中学校校舎等長寿命化改修事業費の増（＋２.５億円） 

 
＜災害復旧費＞   １３億２千万円  （△１３億８千万円）  <△５１.１％> 

 台風災害に伴う農業施設復旧事業費の減（△１３.０億円） 
 台風災害に伴う長沼保育園施設復旧事業費の増（＋４.２億円） 

 

＜公債費＞    １６５億１千万円   （＋３億２千万円）  < ＋２.０％> 

 街路事業等のインフラ系公共事業に係る起債の元金償還の増（＋４.０億円）  

( )内前年度増減額 
< >内前年度増減率 
借換債を除く 

一般会計歳出決算款別(目的別)の主な増減 
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   　(単位:千円，％)

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

25,922,793 15.7 25,394,517 14.9 528,276 2.1

34,205,579 20.7 39,230,529 23.1 △ 5,024,950 △ 12.8

16,506,945 10.0 16,188,633 9.5 318,312 2.0

76,635,317 46.4 80,813,679 47.5 △ 4,178,362 △ 5.2

13,148,807 8.0 14,321,200 8.4 △ 1,172,393 △ 8.2

補 助 5,384,094 3.3 7,195,823 4.2 △ 1,811,729 △ 25.2

単 独 7,764,713 4.7 7,125,377 4.2 639,336 9.0

1,365,147 0.8 2,816,104 1.7 △ 1,450,957 △ 51.5

14,513,954 8.8 17,137,304 10.1 △ 2,623,350 △ 15.3

22,902,161 13.9 24,915,932 14.6 △ 2,013,771 △ 8.1

27,383,979 16.6 19,967,048 11.7 7,416,931 37.1

8,099,415 4.9 8,082,077 4.8 17,338 0.2

12,646,345 7.6 12,553,679 7.4 92,666 0.7

2,938,768 1.8 6,620,032 3.9 △ 3,681,264 △ 55.6

73,970,668 44.8 72,138,768 42.4 1,831,900 2.5

165,119,939 100.0 170,089,751 100.0 △ 4,969,812 △ 2.9

計

合 計

普通建設事業費

内

訳

災 害 復 旧 費

物 件 費

補 助 費 等

貸 付 金

そ の 他

計

そ

の

他

の

経

費

投

資

的

経

費

繰 出 金

公 債 費

令和４年度 令和３年度 前 年 度 対 比

令和４年度　一般会計性質別決算

区 分

義

務

的

経

費

人 件 費

扶 助 費

計

（歳　　出）
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＜義務的経費＞   ７６６億４千万円  （△４１億８千万円）  < △５.２％>  
 ☆ 人件費    ２５９億２千万円   （＋５億３千万円） < ＋２.１％> 

 退職者の増に伴う退職手当の増（＋４.４億円） 

 コロナ、物価高騰対応等に伴うパートタイム会計年度任用職員の増（＋０.９億円） 

 ☆ 扶助費    ３４２億１千万円  （△５０億２千万円）  <△１２.８％> 

 前年度における国のコロナ経済対策の子育て特別給付金の皆減（△５３.２億円） 

 国のコロナ経済対策の住民税非課税世帯等臨時特別給付金の減（△１９.２億円） 

 給付件数の増に伴う障害者（児）介護給付費・訓練等給付費の増（＋４.５億円） 

 ながの子育て世帯臨時特別給付金の皆増（＋５.５億円） 

 国の物価高騰対策の電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援金の皆増（＋１６.７億円） 

 ☆ 公債費    １６５億１千万円   （＋３億２千万円）  < ＋２.０％> 

 街路事業等のインフラ系公共事業に係る起債の元金償還の増（＋４.０億円） 

＜投資的経費＞   １４５億１千万円  （△２６億２千万円） <△１５.３％> 

☆普通建設事業費 １３１億５千万円  （△１１億７千万円） < △８.２％> 

  ・ 補助事業費 ５３億８千万円  （△１８億１千万円） <△２５.２％> 

 前年度竣工による災害公営住宅整備費の皆減（△１８.４億円） 
 信州新町中学校敷地内の多目的棟建設費の皆増（＋６.０億円） 

   ・ 単独事業費 ７７億６千万円   （＋６億４千万円） < ＋９.０％> 

 小・中学校校舎等長寿命化改修及び予防保全改修費の増（＋４.７億円） 
 換地処分に伴う清算金支出による長野駅周辺第二土地区画整理費の増（＋３.４億円） 
 障害者福祉センター長寿命化改修による障害者（児）福祉施設改修費の増（＋２.９億円） 
 前年度完了による防災行政無線デジタル化整備費の皆減（△６.７億円） 

☆ 災害復旧費   １３億７千万円  （△１４億５千万円） <△５１.５％> 

 台風災害に伴う農業施設復旧費の減（△１３.２億円） 
 大雨などによる道路・河川施設復旧費の減（△２.０億円） 
 台風災害に伴う長沼保育園施設復旧費の増（＋４.２億円） 

＜その他の経費＞  ７３９億７千万円  （＋１８億３千万円） < ＋２.５％> 
 ☆ 物件費       ２２９億円  （△２０億１千万円） < △８.１％> 

 前年度における台風災害に伴う災害廃棄物の収集運搬委託料の皆減（△２７.８億円） 

 ワクチン接種者数の減による新型コロナウイルスワクチン接種委託料の減（△６.９億円） 

 電気料、都市ガス料価格高騰の影響による市有施設の光熱費の増（＋５.８億円） 

 ☆ 補助費等   ２７３億８千万円  （＋７４億２千万円） <＋３７.１％> 

 コロナ経済対策のプレミアム付き商品券事業費補助交付金の皆増（＋７１.７億円） 
 物価高騰対策の建設・製造・運送業対象原油価格高騰対策特別支援補助費の皆増（＋８.６億円） 
 ちくま環境エネルギーセンター竣工に伴う長野広域連合負担金の減（△４.７億円） 

 ☆ 繰出金    １２６億５千万円     （＋９千万円） < ＋０.７％> 

 国民健康保険特別会計繰出金の増（＋０.７億円） 

 後期高齢者医療特別会計繰出金の増（＋０.３億円） 

☆ その他     ２９億４千万円  （△３６億８千万円） <△５５.６％> 

 積立金（△３０億２千万円） …減債基金積立金の減（△２１.７億円） 

 維持補修費（△８億２千万円）…道路除雪費の減（△５.３億円） 

 投資及び出資金（＋１億６千万円）…ながのこども財団出捐金の皆増（＋０.８億円） 

一般会計歳出決算(性質別)の主な増減 
( )内前年度増減額 
< >内前年度増減率 
借換債を除く 
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令和４年度決算額 ２２１億５千万円  ※令和３年度繰越分を含む。 

【国・県支出金１０５億３千万円 うち臨時交付金３９億８千万円、 

その他１０９億６千万円、一般財源６億６千万円】 

(参考) R3 決算 190.8 億円 R2 決算 468.8 億円 合計額 881.1 億円 
☆ 原油価格・物価高騰対策、新型コロナ感染症経済対策事業 １４９億６千万円  

（国県支出金 36.5 億円 うち臨時交付金 31.1 億円、諸収入 109.5 億円、一般財源 3.5 億円） 
 ﾌﾟﾚﾐｱﾑ付き商品券事業（ﾋﾞｯｸﾞﾌﾟﾚﾐｱﾑ） ７３億８千万円（販売収入、国庫支出金 (臨時交付金 )） 
 中小企業振興資金融資事業（感染症関連）４９億６千万円（諸収入（預託金元金収入）） 

 建設・製造・運送業対象原油価格高騰対策特別支援事業  ８億７千万円（国庫支出金(一部臨時交付金)） 

 飲食・小売店等応援事業（推し店ﾌﾟﾗﾁﾅﾁｹｯﾄ）   ６億９千万円（国県支出金(一部臨時交付金)） 

 公共交通機関運行支援事業       ２億４千万円（国庫支出金(臨時交付金)） 

 第６波対応事業者緊急支援事業     ２億２千万円（県支出金） 

 地域応援キャッシュレス決済還元事業  １億７千万円（県支出金） 

 学校給食提供安定化事業          ６千万円（国庫支出金(臨時交付金)） 

 きのこ培地資材価格高騰対策支援事業    ３千万円（県支出金） 

 保育施設等価格高騰対策支援事業      ３千万円（国庫支出金(臨時交付金)） 

 ☆ 物価高騰対策、新型コロナ感染症対策生活者支援給付金事業 ３８億円 

（国県支出金 38.0 億円 うち臨時交付金 7.3 億円、一般財源 0.0 億円） 

 住民税非課税世帯等価格高騰緊急支援金 １７億２千万円（国庫支出金） 

 住民税非課税世帯等臨時特別給付金   ９億４千万円（国庫支出金） 

 ながの子育て世帯臨時特別給付金    ５億６千万円（国庫支出金(臨時交付金)） 

 子育て世帯生活支援特別給付金     ３億６千万円（国庫支出金） 

 住民税非課税世帯光熱費等助成金    １億７千万円（国庫支出金(臨時交付金)） 

 ☆ 新型コロナ感染症感染予防対策事業 ３３億９千万円 

（国県支出金 30.8 億円 うち臨時交付金 1.4 億円、諸収入 0.1 億円、一般財源 3.1 億円） 

 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種関連事業     ２２億９千万円（国庫支出金） 

 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症行政検査事業     ３億５千万円（国庫支出金） 

 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症入院医療費公費負担事業  ２億７千万円（国庫支出金） 

 学校教育活動感染症対策事業      １億４千万円（国庫支出金(一部臨時交付金)） 

 保育所等感染症対策及び保育士処遇改善事業  １億４千万円（国庫支出金(一部臨時交付金)） 
 
 
 

 

令和４年度決算額  ９億１千万円  ※令和３年度繰越分を含む。 
【国・県支出金１億円、市債２億５千万円、その他１億１千万円、一般財源４億５千万円】 

 (参考) R3 決算 79.4 億円 R2 決算 210.4 億円 R 元決算 157.7 億円 合計額 456.5 億円  

 保育施設災害復旧事業（長沼保育園）  ４億２千万円（市債） 

 社会体育施設災害復旧事業（長沼体育館）     １億円（一般財源） 
 中小企業振興資金融資事業（災害関連）    ９千万円（諸収入（預託金元金収入）） 
 （仮称）豊野防災交流センター整備事業   ６千万円（市債、基金繰入金） 

 （仮称）長沼東西線等歩道設置事業      ６千万円（国庫支出金） 

注）上記のほか上・下水道事業会計災害復旧決算額  45.3 億円

物価高騰、新型コロナ感染症対策関連事業 
主な事業 
（ ）内 主な特定財源 

令和元年東日本台風災害関連事業 
主な事業 
（ ）内 主な特定財源 
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【市税の推移】 

市税全体のこれまでの推移を見ると、平成９年度の624億円をピークに減少が続きましたが、

平成 17 年度以降、市町村合併や税制改正、税源移譲などにより増加に転じ、平成 20年度に 609

億円まで回復しました。しかし、平成 21 年度は景気後退の影響による個人市民税、法人市民税

など大幅な減少（△28 億円）となり、平成 24 年度まで減少が続きましたが、景気回復の影響に

より、平成 25年度以降増加に転じ、平成 26年度以降は、580 億円台で推移してきました。 

令和４年度においては、市税全体で前年度対比 14 億 7,300 万円、2.5％増の 597 億 3,600 万

円となりました。 

このうち、個人市民税は、緩やかな景気の持ち直しに伴う所得環境の改善などにより、前年

度対比２億 7,200 万円、1.3％増の 213 億 3,300 万円となりました。 

また、法人市民税は、コロナ禍からの経済活動の再開に伴う一部企業の業績回復などにより、

前年度対比 6,600 万円、1.2％増の 57 億 2,000 万円となりました。 

固定資産税（交付金含む）及び都市計画税は、家屋、償却資産のコロナ軽減措置終了などに

より、前年度対比８億 300 万円、3.1％増の 267 億 4,400 万円となりました。 

その他、新税率車への買い替え及び環境性能割臨時的軽減措置終了などにより軽自動車税が

8,500 万円の増、床面積増による資産割の増などにより事業所税が１億 900 万円の増、市たばこ

税が税制改正による税率引上げの影響により１億2,600万円の増となり、その他の税全体では、

前年度対比３億 3,200 万円、5.9％増の 59 億 4,000 万円となりました。 
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その他…軽自動車税、市たばこ税、入湯税、事業所税 
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【性質別決算額の推移】 

性質別決算額のこれまでの推移を見ると、義務的経費の扶助費が、平成 26年度に臨時福祉給

付金の支給があったため、平成 27年度は前年度比１億円の減少となっているものの、少子・超

高齢化の進展に伴い年々増加してきました。市債の元利償還金である公債費については、オリ

ンピックで膨らんだ市債残高の縮減に努めてきたことから市債残高が減少したことに伴い減少

傾向で推移してきましたが、平成 29 年度から第一庁舎・芸術館建設等のプロジェクト事業に係

る起債の元金償還の本格化により増加に転じています。投資的経費は、オリンピック関連施設

整備による平成５年度の 922 億円をピークに年々適正規模へと縮小を図ってきましたが、大規

模プロジェクト事業の進捗に伴い平成 26年度の補助事業費と単独事業費の合計 450億円をピー

クに増加し、その後減少傾向で推移しています。 

令和４年度においては、義務的経費は、前年度対比 41億 7,800 万円、5.2％減の 766 億 3,500

万円となり、歳出全体に占める割合は、46.4％となりました。そのうち人件費については、退

職者の増による退職手当の増などにより前年度対比５億 2,800 万円、2.1％増の 259 億 2,300 万

円となりました。扶助費は、受給者数の増加により障害者（児）介護給付費・訓練等給付費な

どは増加となる一方、国のコロナ臨時経済対策として子育て特別給付金、住民税非課税世帯等

臨時特別給付金などの家計支援が皆減となり、前年度対比 50 億 2,500 万円、12.8％減の 342 億

600 万円となりました。公債費は、街路整備事業等のインフラ系公共事業に係る起債の元金償還

が本格化したことにより、３億 1,800 万円、2.0％増の 165 億 700 万円となりました。 

投資的経費は、前年度対比 26億 2,300 万円、15.3％減の 145 億 1,400 万円となり、歳出全体

に占める災害復旧費を含めた投資的経費の割合は、8.8％となりました。このうち、普通建設事

業費の補助事業費は、東日本台風災害における災害公営住宅建設の事業完了による皆減などに

より、前年度対比 18 億 1,200 万円、25.2％減の 53 億 8,400 万円となりました。また、単独事

業費は、小・中学校における校舎等長寿命化改修、予防保全改修の増などにより、前年度対比

６億 3,900 万円、9.0％増の 77 億 6,500 万円となりました。 

その他の経費については、新型コロナウイルス感染症経済対策としてのプレミアム付き商品

券事業費補助交付金の皆増などにより、前年度対比 18 億 3,200 万円、2.5％増の 739 億 7,100

万円となり、歳出全体に占めるその他の経費の割合は 44.8％となりました。 
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その他…物件費、補助費等、貸付金、維持補修費、積立金、投資及び出資金、繰出金 
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【市債残高等の推移】 

令和４年度において、信州新町小学校の中学校校舎への移転に係る小学校増改築事業債や東

日本台風災害で被災した長沼保育園施設復旧に係る保育所施設災害復旧債、飯綱高原南グラウ

ンドリニューアル事業に係る観光施設整備債など全体で 61億 7,000 万円の市債を発行し、令和

４年度末の一般会計における市債残高は、前年度対比98億 7,400万円、6.6％減の1,406億 3,200

万円となりました。 

市債借入れが膨らんだオリンピック以降は、毎年の借入額をできる限り抑制し、残高の縮減

に努めてきたことから、２度の合併で町村の起債残高を引継いだものの、ピーク時の平成９年

度末残高 1,921 億 2,700 万円と比べ、514 億 9,500 万円の減となっています。 

また、借入れに当たっては、元利償還時に地方交付税措置などの財源の手当がある市債（緊

急防災・減災事業債 70.0％、辺地対策事業債 80.0％等）を優先して借入れてきました。 

棒グラフの下段は、地方交付税など特定財源で措置される額及び割合です。 

令和４年度末残高 1,406 億 3,200 万円に対し、1,057 億 4,100 万円、75.2％が、地方交付税等

による財源の措置が見込まれるものになっています。また、そのうち 706 億 7,000 万円は後年

度の元利償還金の 100％が交付税措置される臨時財政対策債となっています。 

折れ線グラフは、元利償還額（＝公債費）の推移です。市債残高の減少や高利率市債の繰り

上げ償還を行ってきたことから、減少傾向で推移してきましたが、平成 29年度からは、第一庁

舎・芸術館建設等のプロジェクト事業の財源として借入れた市債の償還が本格化したため増加

に転じています。 
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【基金の推移】 

令和４年度末一般会計の基金残高は、前年度対比 20 億 9,100 万円、5.3％増の 417 億 8,200

万円となりました。 

基金全体についてみると、ピーク時の平成４年度には 602 億円ありましたが、オリンピック

時の施設建設用地費として土地開発基金から取崩しを行い、さらに、市民病院建設のため、市

民病院建設基金から取崩しを行ったことから、平成10年度には279億円にまで減少しました。

その後、平成 11 年度の中核市移行や元利償還金に対する措置等、地方交付税が大幅に増とな

ったことから、しばらくは剰余金を財政調整基金に積立てることができましたが、平成 27 年

度以降、財政調整基金の取崩額が積立額を上回る状況が続き目減り傾向が続きました。 

令和４年度は、財政調整等３基金において、令和３年度決算剰余金の処分として、財政調整

基金に 20 億 1,500 万円を積み増ししました。また、令和４年度の歳入決算において市税収入

が増収となったことなどにより、不足する一般財源を賄う財源が確保できたことから、令和３

年度に引き続き財政調整基金の取崩しは実施しませんでした。その結果、財政調整等３基金の

令和４年度末基金残高は、前年度対比 20 億 3,600 万円、8.3％増の 265 億円となりました。 

その他目的基金では、職員退職手当基金において、退職者の増に伴う退職手当支給の財源と

して２億 6,700 万円の取崩しを実施する一方、公共施設等総合管理基金において、令和６年度

以降財政需要が増える施設長寿命化改修に備えるため２億 4,000 万円を積み増しするなど、そ

の他目的基金全体の令和４年度末基金残高は、前年度対比 5,500 万円、0.4％増の 152 億 8,100

万円となりました。 

 

 

162 162 160
153 152

134 135

158

178

41
41 41

41 41

41 41

75

75
12 12 12

12 12

12 12

12

12

163
151

144

141
140

139
141

152

153

378
366

357
347 345

326 329

397

418

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元 R２ R３ R４決算

（単位：億円） 基 金 の 推 移 （ 一 般 会 計 ）

財政調整

基金

減債基金

その他

基金

土地開発基金

 



17 

 

参考

令和４年度　長野市普通会計決算（見込み）

金 額 増 減 率

歳 入 金 額 170,676,355 175,991,415 △ 5,315,060 △ 3.0

歳 出 金 額 165,123,960 170,095,758 △ 4,971,798 △ 2.9

歳 入 歳 出 差 引 5,552,395 5,895,657 △ 343,262 △ 5.8

翌 年 度 に 繰 り 越
す べ き 財 源

1,758,529 1,864,685 △ 106,156 △ 5.7

実 質 収 支 額 3,793,866 4,030,972 △ 237,106 △ 5.9

※ 普通会計: 地方財政状況調査（決算統計）上における会計区分

　　　　　 　　一般会計に、次の特別会計を合算したもの

　　　　 　　　　１ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

　　　　　 　　　２ 授産施設特別会計

区 分 令和４年度 令和３年度

前 年 度 対 比

（単位：千円、％）
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金 額 構 成 比 金 額 構成比 金 額 増 減 率

1 市 税 59,736,362 35.0 58,263,038 33.1 1,473,324 2.5

2 地 方 譲 与 税 1,414,905 0.8 1,393,240 0.8 21,665 1.6

3 利 子 割 交 付 金 20,981 0.0 37,566 0.0 △ 16,585 △ 44.1

4 配 当 割 交 付 金 253,638 0.2 291,081 0.2 △ 37,443 △ 12.9

5 株式等譲渡所得割交付金 183,370 0.1 312,726 0.2 △ 129,356 △ 41.4

6 地 方 消 費 税 交 付 金 10,038,221 5.9 9,614,842 5.5 423,379 4.4

7 ゴルフ場利用税交付金 51,216 0.0 49,221 0.0 1,995 4.1

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 92,007 0.1 95,657 0.1 △ 3,650 △ 3.8

9 地 方 特 例 交 付 金 1,455,589 0.9 1,973,725 1.1 △ 518,136 △ 26.3

10 地 方 交 付 税 22,635,817 13.3 23,591,576 13.4 △ 955,759 △ 4.1

11 交通安全対策特別交付金 61,941 0.0 65,668 0.0 △ 3,727 △ 5.7

12 分 担 金 及 び 負 担 金 1,255,869 0.7 1,223,744 0.7 32,125 2.6

13 使 用 料 及 び 手 数 料 2,166,316 1.3 2,089,113 1.2 77,203 3.7

14 国 庫 支 出 金 30,737,314 18.0 38,239,130 21.7 △ 7,501,816 △ 19.6

15 県 支 出 金 10,945,793 6.4 11,505,385 6.5 △ 559,592 △ 4.9

16 財 産 収 入 575,527 0.3 516,854 0.3 58,673 11.4

17 寄 附 金 973,518 0.6 1,270,128 0.7 △ 296,610 △ 23.4

18 繰 入 金 588,179 0.3 333,025 0.2 255,154 76.6

19 繰 越 金 3,880,171 2.3 2,372,037 1.4 1,508,134 63.6

20 諸 収 入 17,439,321 10.2 10,953,559 6.2 6,485,762 59.2

21 市 債 6,170,300 3.6 11,800,100 6.7 △ 5,629,800 △ 47.7

170,676,355 100.0 175,991,415 100.0 △ 5,315,060 △ 3.0

※ 決算統計の整理の都合上、一般会計と異なる款に整理しているものがある。

令和４年度　普通会計歳入決算（見込み）

計

（　款　別　）

（単位:千円、％）

令和４年度 令和３年度 前 年 度 対 比

区 分
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令和４年度 令和３年度

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増 減 率

25,928,244 15.7 25,401,083 14.9 527,161 2.1

34,161,324 20.7 39,189,059 23.0 △ 5,027,735 △ 12.8

16,506,945 10.0 16,188,633 9.5 318,312 2.0

計 76,596,513 46.4 80,778,775 47.4 △ 4,182,262 △ 5.2

13,148,807 8.0 14,321,200 8.4 △ 1,172,393 △ 8.2

補 助 5,384,094 3.3 7,195,823 4.2 △ 1,811,729 △ 25.2

単 独 7,764,713 4.7 7,125,377 4.2 639,336 9.0

1,365,147 0.8 2,816,104 1.6 △ 1,450,957 △ 51.5

計 14,513,954 8.8 17,137,304 10.0 △ 2,623,350 △ 15.3

22,959,625 13.9 24,973,380 14.7 △ 2,013,755 △ 8.1

27,384,129 16.6 19,967,213 11.8 7,416,916 37.1

8,103,189 4.9 8,088,678 4.8 14,511 0.2

12,627,782 7.6 12,529,331 7.4 98,451 0.8

2,938,768 1.8 6,621,077 3.9 △ 3,682,309 △ 55.6

計 74,013,493 44.8 72,179,679 42.6 1,833,814 2.5

165,123,960 100.0 170,095,758 100.0 △ 4,971,798 △ 2.9

（単位:千円、％）

前 年 度 対 比

（　性　質　別　）

令和４年度　普通会計歳出決算（見込み）
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 【経常収支比率】 
経常収支比率とは、財政構造の弾力性を計る指標となるものです。 

人件費、扶助費、公債費等の経常的経費に充当される一般財源の、市税、地方交付税等の経常一般

財源総額に対する割合で、この比率が高いほど、投資的経費及び新規の財政需要等の臨時的経費に対

応する余地が低いこととなり、財政が硬直化していることとなります。 

近年の経常収支比率は、義務的経費の増加に伴い、比率が伸びてきている傾向にあります。 

平成 25 年度から平成 26年度にかけては、市税などの経常一般財源総額が増加したことに加え、公

債費充当経常一般財源などが減少したことから比率は減少しました。平成 27 年度以降は経常収支比

率が上昇に転じ、平成 29 年度には 91.3％となり、平成 30 年度は、経常一般財源総額の増加により

僅かながら改善しましたが、令和元年度は、分子となる物件費充当一般財源の大幅な増加により経常

経費充当一般財源が増加しましたが、分母となる経常一般財源総額が減少したことから、経常収支比

率は再び悪化し、過去最高値の 91.8％となりました。令和２年度は、物件費及び扶助費等の充当一

般財源が減少し若干改善され、令和３年度は、地方普通交付税、臨時財政対策債等の増加により経常

一般財源総額が大幅増となったことから、経常収支比率は改善され 86.4％となりました。 

令和４年度は、分子の経常的経費充当一般財源において、電気・ガス価格高騰の影響から市有施設

などの光熱費が増加した一方、除排雪経費の減少などにより前年度対比ほぼ横ばいの５億円、0.6％

の増となり、分母の経常一般財源総額においては、市税収入は増加しましたが、普通交付税に算入さ

れていた臨時財政対策債償還基金費の皆減や臨時財政対策債の半減などから、前年度対比39億 6,200

万円、4.0％の減となり、経常収支比率は前年度から 4.2％上昇し、90.6％となる見込みです。 
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地方財政健全化法における 

健全化判断比率等 
 

長野市の健全化判断比率等 

     

 比 率 参考値 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 － ％  ▲ 4.18 ％  11.25 ％  20 ％  

連結実質赤字比率 － ％  ▲ 29.96 ％  16.25 ％  30 ％  

実質公債費比率 4.9 ％   25 ％  35 ％  

将来負担比率 27.7 ％   350 ％   

※令和４年度は、実質赤字と連結実質赤字がなかったことから、「－（ハイフン）」で表示し、黒

字の数値を参考値として「▲」で表示しています。 

 

 

資金不足比率 

 水道事業 － ％ 鬼無里大岡観光施設事業 － ％ 

 下水道事業 － ％   

 病院事業 － ％   

 戸隠観光施設事業 － ％   

 産業団地事業 － ％   

     
 

 

 

健全化判断比率等とは 

 

★ 健全化判断比率等とは・・・ 

 平成１９年度に成立した「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（以下、「健全化

法という。」）において、地方公共団体の財政の健全性を示すものとして定められた指標で、

「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」の４つの指標

と公営企業会計を対象とした「資金不足比率」があります。 

 これらの指標は、監査委員の審査を受けて、議会に報告し、市民の皆様への公表が義務

付けられているものです。 
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【長野市の健全化比率の前年度との比較】 

 

 
４年度 

比 率 

４年度 

参考値 

３年度 

比 率 

増減 
（ポイント） 

実質赤字比率 － ％  ▲ 4.18 ％ ▲  4.36 ％ 0.18  

連結実質赤字比率 － ％  ▲ 29.96 ％ ▲ 30.55 ％ 0.59  

実質公債費比率 4.9 ％   4.3 ％   0.6   

将来負担比率 27.7 ％   33.0 ％   ▲ 5.3   
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健全化判断比率等の対象会計 

 

 健全化法における健全化判断比率と対象会計を示すと、次の図のようになります。 

 なお、実質公債費比率と将来負担比率については、公営事業会計や一部事務組合が

負担する公債費等のうち、本市の一般会計等が負担しなければならない額が各比率の

対象となります。 

 

母子寡婦福祉資金貸付／授産施設

病院事業債管理

国民健康保険／介護保険

後期高齢者医療

駐車場事業

鬼無里大岡観光施設

水道事業

下水道事業

戸隠観光施設事業

産業団地事業
法適用事業

（宅造）

地
方

公
社

一
部
事
務

組
合
等

　（地方独立行政法人）　　地方独立行政法人長野市民病院三
セ
ク
等

長野広域連合／千曲衛生施設組合／須高行政事務組合

長水部分林組合／長野県地方税滞納整理機構

長野県市町村自治振興組合／長野県後期高齢者医療広域連合

　（第三セクター等）　　　　長野市が債務保証している場合に算定に含める。
　　　　　　　　　　　　　　　　（令和４年度は該当なし）

長野市土地開発公社

公営企業会計以外の
特別会計

一般会計等

公
営
事
業
会
計

公
営
企
業
会
計

健全化法会計区分

法適用事業※3

（宅造除く）

法非適用事業※2

長
野
市

一般会計

特
別
会
計

企
業
会
計

予算・決算会計区分

資
金
不
足
比
率

実
質
赤
字

比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

普

通

会

計
※１

 

※ 土地開発公社及び第三セクターについては、長野市が債務保証している場合に将来負担

率に含めます。 

※ 資金不足比率は、会計ごとに算出します。 

 

※１ 普通会計とは、公営事業会計以外の会計を総合して一つの会計としてまとめたもので

自治体相互の比較ができるようにしたもの 

※２ 公営企業法に掲載された事業であるが、特別会計で経理しているもの 

※３ 公営企業法に掲載された事業で、資産評価等を行うなどにより、民間企業と同様の会

計処理を行っているもの 
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標準財政規模とは 

     

●標準財政規模     

 地方自治体の一般財源の標準的大きさを示す指標で、健全化指標の分母となる重

要な数値です。 

      

  標準財政規模は、「標準税収入額＋普通地方交付税額＋地方譲与税等額」で求め

られ、標準的に収入し得る「経常一般財源」の大きさです。 

 

なお、普通交付税の振替財源である臨時財政対策債の発行可能額も、この標準財

政規模に加えられています。 

 

○標準税収入額     

  普通地方交付税の算定基礎となる「基準財政収入額」のうち、基準税額    

（｛法定内普通税※＋税交付金（利子割交付金など）＋減収補てん特例交付金｝  ×

７５／１００）に１００／７５を乗じた数値です。 

 

 

 ※法定内普通税 

  地方税法で定められた税目について、標準税率による課税を行っているもの 

   市町村税：住民税（個人・法人）、固定資産税、軽自動車税、たばこ税、鉱産税及び事業所税 

  法人市民税における超過税率部分、入湯税及び都市計画税は、標準税収入額の算定に含まれま

せん。 
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健全化判断比率のねらいと長野市の状況 

     

●実質赤字比率     

 福祉、教育、環境、防災等を行う一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営

の深刻度を示すのが「実質赤字比率」です。 

      

  地方公共団体の会計年度（４月から翌年３月まで）における歳出は、歳入の範囲

内で行うことが原則であり、歳入が歳出に対して不足する場合は、赤字が生じるこ

とになります。 

 この赤字が解消できないと、その赤字を翌年度に繰り越すことになりますが、翌

年度においても赤字が発生すると、その赤字が累積することになります。 

 この赤字の程度を示すため、赤字額を地方税や地方交付税等の歳入の規模（「標

準財政規模」といいます。）と比較して指標化したものが、「実質赤字比率」です。 

 なお、実質赤字とは、歳入から歳出を差し引いて計算する赤字額に、歳入不足に

よって、その年度に支払うべき債務を繰り延べたり、行うべき事業を繰り越したも

のを加えたものをいいます。 

 赤字が発生した場合は、早期に解消するため、歳出削減や歳入確保を行うことが

必要になってきます。 

      

 長野市の標準財政規模 90,614百万円 
  

 
 長野市の一般会計等は、実質赤字比率は、「－％」となっています。 

    （単位：百万円） 

 会計名 
歳入総額 

Ａ 

歳出総額 

Ｂ 

翌年度へ繰り

越すべき財源 

Ｃ 

実質収支 

Ａ－Ｂ－Ｃ 

 一般会計 170,642 165,120 1,728 3,794 

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業  41 11 31 0 

 授産施設 64 64 0 0 

病院事業債管理 3,122 3,122 0 0 

 一般会計等 計 173,869 168,317 1,759 3,794 

 
実質赤字比率＝ 

実質赤字 
＝ 

(▲3,794) 
＝ － ％ (▲ 4.18％) 

 標準財政規模 90,614 

※実質収支が黒字となりましたので、実質赤字を「▲」で表示しています。 

   ※各項目の百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります（以下、

同じ）。 
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●連結実質赤字比率     

 全ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体としての赤字の程度を指標化

し、地方公共団体全体の財政運営の深刻度を示すのが「連結実質赤字比率」です。 

      

  地方公共団体には、中心的な行政サービスを行う一般会計のほかに、料金収入等

を主な財源として事業を実施している公営企業会計など複数の会計に分かれてい

ます。 

会計が分かれているといっても、地方公共団体としての法人は一つですから、全

体状況を把握することが重要です。一般会計が黒字でも別の会計に赤字が多くあれ

ば、全体としてみたときの財政状況が良いとはいえません。 

料金収入を財源として独立採算で行う事業の赤字額は、その事業の経営努力と料

金収入で解消することが原則となりますが、赤字が発生すれば、全体でその赤字に

対処しなければならなくなります。 

そこで、それぞれの会計の赤字と黒字を合算して、全体の資金不足の程度を把握

するため、地方税や地方交付税等の財源の規模（標準財政規模）と比較して指標化

したものが、「連結実質赤字比率」です。 

この指標が一定以上あれば、赤字が多額となっている会計が存在し、その会計の

赤字の問題は、地方公共団体にとって、大きな問題となっていることを示していま

す。 

連結の赤字は、本来生ずべきではないものであり、赤字が生じた場合は、十分に

その原因を分析し、早期解消が必要であり、また、より多くの歳出削減策や歳入の

増加策を行うことが必要になってきます。 
  

    

 長野市の標準財政規模 90,614百万円 
 

 長野市の連結実質赤字比率は、「－％」となっています。 
 

【一般会計、各特別会計】   （単位：百万円） 

 会計名 
歳入総額 

Ａ 

歳出総額 

Ｂ 

翌年度へ繰り

越すべき財源 

Ｃ 

実質収支 

Ａ－Ｂ－Ｃ 

（ア） 

 一般会計等 173,869 168,317 1,759 3,794 

 国民健康保険 34,771 33,692 0 1,079 

 介護保険 35,487 34,512 0 975 

 後期高齢者医療 5,490 5,480 0 10 

 駐車場事業 130 86 0 44 

 鬼無里大岡観光施設事業 58 58 0 0 

    （ア）計 5,902 
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【企業会計（宅地造成を除く。）】 

   

 会計名 
流動資産 

Ａ 

繰越財源 

Ｂ 

流動負債 

Ｃ 

資金剰余額 

Ａ－Ｂ－Ｃ 

（イ） 

 水道事業 15,935 0 1,667 14,268 

下水道事業 6,900 0 1,600 5,300 

 戸隠観光施設事業 111 0 5 106 

   （イ）計 19,674 

【企業会計（宅地造成のみ）】     

 会計名 
流動資産 

Ａ 

土地評価差額 

Ｂ 

流動負債 

Ｃ 

長期借入金 

Ｄ 

資金剰余額 

(A-B)-C+D 

（ウ） 

 産業団地事業 1,915 214 124 0 1,578 

 ※宅地造成事業の資金剰余額については、他の企業会計と相違し、一般会計からの長期借入金を資

金不足額に加え、正の値ならば０とします。 

      

      

 
連結実質赤字比率 ＝ 

一般会計・各特別会計＋企業会計の実質赤字（ｱ+ｲ+ｳ） 

 標準財政規模 

        

 

 

 

 ＝ 
(▲ 5,902) + (▲ 19,674) + (▲1,578) 

＝ － ％ (▲ 29.96％) 

 90,614 

※実質収支が黒字となりましたので、連結実質赤字を「▲」で表示しています。 
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●実質公債費比率     

 借入金の返済額やこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示す

のが、「実質公債費比率」です。 

      

  地方公共団体の年度を超える長期の借金を地方債といい、この元金及び利息の支

払いを公債費といいます。この地方債は、大規模な事業を行う場合の単年度の資金

繰りのためだけではなく、その整備した施設を利用する複数の世代が、公平に負担

するという観点から、財政負担を後年度に平準化するという年度間調整の機能も有

しています。 

 地方債は、借り入れた年度の資金繰りは楽になりますが、後年度に借り入れた金

額と利息を支払わなければなりません。また、公営企業等の他会計の公債費に対し

て、一般会計から繰り出す経費もあります。このほか、一部事務組合等が施設を整

備する際に借り入れた元利償還金に対する補助金もあり、これらの経費は、毎年度

支払いを行わなければならない義務的経費となります。このため、一般会計の公債

費だけではなく、これら公債費に準じた経費も加算して、実質的な公債費を算出し、

地方税や地方交付税等の財源の規模（標準財政規模）と比較して指標化したものが、

「実質公債費比率」です。 

公債費や公債費に準じる経費は、削減したり先送りしたりすることができないも

のであり、一度この経費が増大すると数年間にわたり、同程度の額を支払っていか

なければならなく、短期間での削減は大変困難なものとなります。 

 このため、比率が高まるほど、財政の弾力性が低下し、他の経費を節減しないと

赤字団体に転落する可能性が高まるなど、一般会計の資金繰りの危険度を示す指標

です。 

 

 

 

 

 
 長野市の実質公債費比率は、「4.9％」となっています。 

 （前年度「4.3％」からの主な増加要因：サンマリーンながの更新整備及び第一学校給食セン

ター改修等の元金償還の本格化、交付税措置率の高い公債費の償還額の減少による影響など） 

 

 

 

【分子の計算】 

  (単位：百万円) 

  ２年度 ３年度 ４年度 

 ① 一般会計等公債費 15,990 16,180 16,503 

 ② ミニ公募債理論算入額 0 0 0 

 ③ 公営企業の公債費への繰出金 4,780 4,751 4,477 

 ④ 一部事務組合等の公債費負担分 860 931 746 

 ⑤ 債務負担行為のうち公債費相当分 128 61 36 

 ⑥ 一時借入金の利子  0 0 0 

 
⑦ ① ～⑥ 計  21,758 21,923 21,761 
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 ２年度 ３年度 ４年度 

 
Ａ 公債費の特定財源等 61 48 36 

 
Ｂ 公債費に充当した都市計画税 3,140 3,334 3,082 

 
Ｃ 普通交付税で措置されるもの 14,952 14,903 14,642 

 

【分母の計算】 
    

 

 

  
 ２年度 ３年度 ４年度 

 
標準財政規模 88,990 92,384 90,614 

 
Ｃ’普通交付税で措置されるもの 14,952 14,903 14,642 

          

 

（各年度） 

実質公債費比率 
 

＝ 

公債費及び

公債費に準

ずる経費⑦ 

－ 
特定財

源Ａ 
－ 

都市計

画税Ｂ 
－ 

普通交付税

で措置され

るものＣ 

 
標準財政規模 － 

普通交付税で措置されるもの

Ｃ’ 

       

 
２年度 ＝ 

21,758 － 61 －3,140 －14,952 
＝ 4.8 ％ 

 

 88,990 － 14,952  

        

 
３年度 ＝ 

21,923 － 48 －3,334 －14,903 
＝ 4.6 ％ 

 

 92,384 － 14,903  

        

 
４年度 ＝ 

21,761 － 36 －3,082 －14,642 
＝ 5.2 ％ 

 

 90,614 － 14,642  

        

 
実質公債費比率 

（３年平均） 
＝ 

4.8％ ＋ 4.6％ ＋ 5.2％ 
＝  4.9 ％  

 ３ 

 

 

 参考（令和３年度） 

 
実質公債費比率 

（３年平均） 
＝ 

3.5％ ＋ 4.8％ ＋ 4.6％ 
＝  4.3％  

 ３ 
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●将来負担比率     

 地方公共団体の一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある

負担額の現時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いか

どうかを示すのが、「将来負担比率」です。 

  地方公共団体の一般会計が将来支払っていく負債には、長期の借入金である地

方債の現在高のほか、公営企業等の他会計の地方債残高に対して、一般会計から

繰り出す経費などの毎年度支払いを行わなければならない経費があります。この

ほかにも、近隣市町村と構成している組合で施設を整備する際に発行した地方債

のうち、本市が負担しなければならない経費もあります。 

また、土地開発公社や第三セクターの負債のうち、損失補償する契約をしてい

るものについても、公社などの経営状況によっては、将来、一般会計で負担しな

ければならないこともあり得ます。 

さらに、市職員が全員退職した場合に支払われる退職金も加えて、現時点で確

定している将来の財政負担や、想定される財政負担を、地方税や地方交付税等の

財源の規模（標準財政規模）と比較して指標化したものが、「将来負担比率」で

す。 

なお、この将来負担比率の算出にあたっては、将来負担額に充てることのでき

る基金（貯金）の額は控除することとしています。 

この比率が高い場合は、将来こうした負担額を実際に支払っていかなければな

りませんので、今後の財政運営が圧迫されるなどの問題が生じる可能性が高いと

いえます。 

 

 

 
 長野市の将来負担比率は、「27.7％」となっています。 

 （前年度「33.0％」からの主な減少要因：交付税措置率の低い起債に係る新規発行の取りや

めなど） 

 

 

【分子の計算】  
  

   

   

   (単位: 百万円) 

  ４年度 ３年度 

 ① 一般会計等の年度末地方債現在高 147,461 156,024 

 ② 債務負担行為に基づく支出予定額 4,077 3,956 

 ③ 公営企業等の地方債残高に対する繰出予定額 42,128 44,642 

 ④ 一部事務組合等の年度末地方債現在高のうち、

本市が負担しなければならない額 
13,613 14,107 

 ⑤ 年度末に全職員が退職した場合に一般会計等が

負担しなければならない額 

2,782名分 2,836名分 

22,332 22,629 

 ⑥ 土地開発公社や第三セクターの負債の負担見込

額 
1,130 1,169 

 ⑦ 連結実質赤字額 0 0 

 ⑧ 組合等連結実質赤字額負担見込額 0 0 

 ⑨  ① ～⑧計 230,740 242,527 
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 ４年度 ３年度 

 
Ａ 年度末において、現金・預金・国債で保有して 

いる基金残高 
36,840 34,148 

 Ｂ 公債費に充当される特定財源見込額 238 437 

 Ｃ 将来負担に充当される都市計画税見込額 21,686 24,774 

Ｄ 普通交付税で措置される見込額 150,913 157,590 

 
    

 
【分母の計算】   ４年度 ３年度 

 
標準財政規模 90,614 92,384 

 
Ｅ 普通交付税で措置されるもの 14,642 14,903 

          

 

将来負担

比率 
＝ 

市債残高及び公

債費に準ずる経

費の将来負担額

⑨ 

－ 

基金

残高

Ａ 

－ 

特

定

財

源

Ｂ 

－ 

都市

計画

税Ｃ 

－ 

普通交付税

で措置され

る見込額Ｄ 

 
標準財政規模 －普通交付税で措置されるものＥ 

        

 
 ＝ 

230,740－36,840－238－21,686－150,913 
＝  27.7 ％ 

 

 90,614 － 14,642  

       

  

 

 参考（令和３年度）      

 
 ＝ 

242,527－34,148－437－24,774－157,590 
＝ 33.0 ％ 

 

 92,384 － 14,903  
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●資金不足比率（会計ごと）  

 公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入等の規模と比較して

指標化し、経営状況の深刻度を示すのが、「資金不足比率」です。 

      

 公営企業の経営状況を、公営企業の料金収入等に対する資金不足の規模で表した

のが、「資金不足比率」です。この比率が高くなるほど、料金収入で資金不足を解

消するのが難しくなりますから、公営企業として経営に問題があることになります。 

ただし、公営企業の赤字を計算する場合には、将来の料金収入等で解消すること

が予定されている資金不足については、計算上差し引くこととしています。 

例えば、下水道事業の場合、各家庭に下水道を引く前に、まず下水処理場の建設

が必要であり、下水道料金が入ってくるまでは資金不足になるものの、後の料金収

入等で解消されることが前提となっている場合があります。 

 このような場合には、解消することが予定されている範囲内の資金不足について

は、資金不足から差し引いて計算することとしています。 

  

 

  長野市の公営企業において、資金不足となる会計はありませんでした。 

  

 資金不足比率 

（会計ごと） 
＝

資金不足額  

 事業の規模  

  

 

 【資金不足額】 

  ・法適用企業:（流動負債＋建設改良費以外に充てるために起こした地方債現在

高－流動資産）－解消可能資金不足額 

  ・法非適用企業：（歳出額＋建設改良費以外に充てるために起こした地方債現在

高－歳入額）－解消可能資金不足額 

 【解消可能資金不足額】 

   事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる事情のあ

る場合において、資金の不足額から一定額を控除するもの。 

    ⇒本市において、解消可能資金不足額として控除するものはありません。 

 【事業の規模】 

  ・法適用企業：営業収益の額－受託工事収益の額 

 ・法非適用企業：営業収益に相当する収入の額 

－受託工事収益に相当する収入の額 

 
 

会計ごとの資金不足額 
(単位：百万円) 

会  計  名 
流動負債 

A 

流動資産 

B 

繰越財源 

C 

資金不足額 

A-(B-C) 

企業

会計 

水道事業 1,667 15,935 0 ▲ 14,268 

下水道事業 1,600 6,900 0 ▲ 5,300 

戸隠観光施設事業 5 111 0 ▲ 106 



33 

 

 

※資金不足の会計がなかったことから、黒字の数値を参考値として「▲」で表示しています。 

 

 

会計名 
流動負債 

A 

流動資産 

B 

土地評価差額 

C 

長期借入金 

D 

資金不足額 

A-(B-C)+D 

企業 産業団地事業 124 1,915 214 0 ▲ 1,578 

※宅地造成事業は、他の企業会計と相違し、一般会計からの長期借入金を資金剰余額から控除します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

会  計  名 
歳出額 

A 

歳入額 

B 

繰越財源 

C 

資金不足額 

A-(B-C) 

特別 鬼無里大岡観光施設事業 58 58 0 ▲ 0 


